
20年度（補正分） 21年度

平成２０年度
当初予算　　　　１１プロジェクトを実施。
二次補正予算　１７プロジェクトを実施。
 
平成２１年度
当初予算　　　　　７プロジェクトを実施。
一次補正予算　３１プロジェクトを実施。
　

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

地域や世界の需要に応え得るＩＣＴサービスの開発・実証を国が公募し、民間事業者からの提案を学識経験者による評
価会で厳正に審査した上で採択案件を決定し、国から提案した民間事業者に委託することで、我が国初のＩＣＴサービス
の開発を推進するととともに当該サービスの実用化に必要な技術仕様や制度の整備、ノウハウの確立等の公的課題を
解決し、新たな市場の創出に導く。なお、ICTサービスの開発を行う地域（ユビキタス特区）の地方公共団体には、必要
があれば、開発実施のための協議会に参加していただくとともに、開発するICTサービスが国の規制等に係る場合に
は、関係府省にも協議会に参加していただく等の体制整備の下で実施しているところ。

国際的に優位にあるユビキタスネットワーク技術や電波等を活用し、地域発の世界最先端のサービスの開発、実証実
験を促進し、日本のイニシアティブによる「新たなモデル」を確立することで、ＩＣＴ産業・ＩＣＴ利用産業双方についてグ
ローバル成長力・地域成長力強化を図り、「都市の国際競争力強化」や「地域再生・産業創造」の達成を目的とする。

実施状況

事業番号 0057

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(総　務　省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成２０年度ユビキタス特区事業の推進

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 情報流通振興課

上位政策

課長  安藤　英作情報流通行政局

一般会計

担当部局庁

情報通信技術高度利活用の推進

関係する計
画、通知等

総務省設置法第4条第65号 経済財政改革の基本方針2007

22年度 23年度要求19年度

補
　
記

1,614
95

1,605
　
　

21年度 22年度
―
―
―

2,000
1,875
94

予算の状況
（単位:百万円）

1,700

執行率

予算額
執行額

19年度 20年度

20年度（補正分） 21年度

―

執行率 ― 40 144

―

執行額

予算額(補正後）
5,248（当初予算
1,700＋一次補正

3,548）

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

総事業費(執行ベース) ― 1,875 7,532

本事業については、平成２０年度本予算の段階では、世界最先端の「新たなモデル」の確立により我が国国際競争力
の強化に資するか否かを採択基準として重視していたが、平成２１年度本予算の段階以降は、都市の競争力の向上等
地域活性化に資する地域発のＩＣＴ新サービス・モデルの創出推進にも重点を置いてきたところ。この結果、平成２１年
度第一次補正予算においては大半を公共的な分野でのICT利活用方法の確立が委託分野となっている。
新政権後の平成２２年度本予算については、当初予定の３年を待たずに本事業の新規採択を廃止している。これに代
わり、平成２２年度からは、国が解決すべき課題分野を提示し、民間からのＩＣＴソリューションの提案を募集するスキー
ムでの「新ＩＣＴ利活用サービス創出支援事業」を開始している。

プロジェクトの実施状況については、中間報告書を、実施年度中間（１０月～１２月頃）に提出させ現状を把握するととも
に、実証が適切に行われているか、また機器等の調達は予算計画書どおり調達されているか確認するため、必要に応
じて実地検査を実施している（20年度、21年度で27回）。年度末には成果報告書、経理検査書類を提出させ、実績の把
握・適正化の指導をしている。更に、補正事業についても委託期間終了後も実施状況をフォローしている。なお、来年度
以降も事業化が行われるまで定期報告していただくように要請する予定。

22年度 23年度要求

4,709(当初予算
2,000＋二次補正

2,709　）

　 19年度

1,605

1,875 7,532



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

【公募・委託】 （応募数・59件）

「ユビキタス特区」事業（21年度当初）

Ｄ. 民間企業等 ・ ７件

４２２百万円

【公募・委託】 （応募数・50件）

ＩＣＴ経済・地域活性化基盤確立事業（「ユビキタス特区」事業）

（21年度一次補正）

Ｅ. 民間企業等 ・ ２６件

２，３５６百万円

【公募・委託】 （20年度からの継続・11件）※継続評価会により

決定

「ユビキタス特区」事業（20年度当初・継続）

Ａ. 民間企業等 ・ １１件

１，１９４百万円

日中英韓の言語について、観光分野の自動音声翻訳基盤の構築・強化及び端末インターフェース

【公募・委託】 （応募数・24件）

ＩＣＴ地域経済活性化事業（「ユビキタス特区」事業）

（地域活力向上プロジェクト） （20年度二次補正）

Ｂ. 民間企業等 ・ １０件

１，０２１百万円

【21年度】

地域発の情報を廉価に直接発信することを可能とする情報発信拠点を構築することにより、地域の

情報発信力を飛躍的に拡大させ、地域経済の活性化を図る。

【公募・委託】 （応募数・20件）

ＩＣＴ地域経済活性化事業（「ユビキタス特区」事業）

（地域情報発信力向上プロジェクト） （20年度二次補正）

Ｃ. 民間企業等 ・ ７件

１，６３８百万円

地域や世界の需要に応えるICTサービスの開発・実証を行い、地域活性化に資する「新たなモデ

ル」を確立する。

地域や世界の需要に応えるＩＣＴサービスの開発・実証を行い、日本主導による地域発の

「新たなモデル」を確立する。

総務省

７，５３２百万円

【公募・委託】 （応募数・59件）

「ユビキタス特区」事業（21年度当初）

Ｄ. 民間企業等 ・ ７件

４２２百万円

【公募・委託】 （応募数・50件）

ＩＣＴ経済・地域活性化基盤確立事業（「ユビキタス特区」事業）

（21年度一次補正）

Ｅ. 民間企業等 ・ ２６件

２，３５６百万円

【公募・委託】 （20年度からの継続・11件）※継続評価会により

決定

「ユビキタス特区」事業（20年度当初・継続）

Ａ. 民間企業等 ・ １１件

１，１９４百万円

日中英韓の言語について、観光分野の自動音声翻訳基盤の構築・強化及び端末インターフェース

等の開発を行うとともに、同技術を実際の観光地で実証することで、社会的受容性・適用性の検証

を行う。

【公募・委託】 （応募数・24件）

ＩＣＴ地域経済活性化事業（「ユビキタス特区」事業）

（地域活力向上プロジェクト） （20年度二次補正）

Ｂ. 民間企業等 ・ １０件

１，０２１百万円

【21年度】

地域発の情報を廉価に直接発信することを可能とする情報発信拠点を構築することにより、地域の

情報発信力を飛躍的に拡大させ、地域経済の活性化を図る。

【公募・委託】 （応募数・20件）

ＩＣＴ地域経済活性化事業（「ユビキタス特区」事業）

（地域情報発信力向上プロジェクト） （20年度二次補正）

Ｃ. 民間企業等 ・ ７件

１，６３８百万円

【公募・委託】 （応募数・20件）

地域の観光振興に貢献する自動音声翻訳技術の実証実験

（21年度一次補正）

Ｆ. 民間企業等 ・ １２件

※民間企業12社で5プロジェクトを実施。 ９０１百万円

地域や世界の需要に応えるICTサービスの開発・実証を行い、地域活性化に資する「新たなモデ

ル」を確立する。

地域や世界の需要に応えるＩＣＴサービスの開発・実証を行い、日本主導による地域発の

「新たなモデル」を確立する。

総務省

７，５３２百万円



金　額
(百万円）

A.民間企業（㈱横須賀テレコムリサーチパーク） Ｅ.民間企業（㈱インフォシティ）

57 労務費

研究開発用機器購入費・保守費・改造修理費 0

研究員費・研究補助員費 63

その他経費 消耗品等・その他特別費 175 その他経費

設備備品費 研究開発用機器購入費・保守費・改造修理費 7 設備備品費

労務費 研究員費・研究補助員費

消耗品等・その他特別費 92

一般管理費 16

消費税 9

一般管理費 一般管理費

消費税額 消費税 13 消費税額

24 一般管理費

180計 276 計

B.民間企業（エヌ・ティ・ティ・ソフトウェア㈱） Ｆ.民間企業（㈱ＡＴＲ－Ｔｒｅｋ）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

研究員費・研究補助員費 29

設備備品費 研究開発用機器購入費・保守費・改造修理費 0 設備備品費

14

その他経費 消耗品等・その他特別費 128

研究開発用機器購入費・保守費・改造修理費 0

労務費 研究員費・研究補助員費 11 労務費

8 消費税額

消耗品等・その他特別費その他経費 108

一般管理費 一般管理費 14 一般管理費 一般管理費

消費税 8消費税額 消費税

159

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る 使途と費目

計 161 計

C.民間企業（(株）倉敷ケーブルテレビ） G.

金 額 金 額

使　途費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

事業費 リース・レンタル費、その他特別費 368

人件費 調査員費 8

一般管理費 一般管理費 38

金　額
(百万円）

費　目

0

Ｄ.民間企業（㈱三協） H.

計 414 計

使　途 金　額
(百万円）

設備備品費 研究開発用機器購入費・保守費・改造修理費 2

費　目 使　途

その他経費 消耗品等・その他特別費 75

労務費 研究員費・研究補助員費 0

一般管理費 一般管理費

消費税額 消費税 4

6

0計 87 計



別紙

Ａ．民間企業等 単位：百万円

支出先 支出額

（株）横須賀テレコムリサーチパーク 276

札幌総合情報センター（株） 205

（株）エヌ・ティ・ティ・ソフトウェア 168

（株）ＭＴＩ 108

ビジネスオンライン（株） 93

沖電気工業（株） 92

（株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ 69

中京テレビ放送（株） 51

パナソニック（株） 40

西日本電信電話（株） 40

Ｂ．民間企業等 単位：百万円

支出先 支出額

エヌ・ティ・ティ・ソフトウェア（株） 160

アクセンチュア（株） 126

（株）ＭＴＩ 120

学校法人東海大学 100

（株）野村総合研究所 98

（株）ＭＴＩ 94

（社）山梨県情報通信業協会 80

（株）日立国際電気 71

（株）日本無線 70

（株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西支社 54

支出先一覧

事業名：ユビキタス特区事業の推進



Ｃ．民間企業等 単位：百万円

支出先 支出額

（株）倉敷ケーブルテレビ 414

ミテネインターネット（株） 279

公立大学法人高知工科大学 234

北海道総合通信網（株） 232

（株）東北ケーブルネットワーク 224

（株）グッドコミュニケーションズ 205

（株）ハイエレコン 49

Ｄ．民間企業等 単位：百万円

支出先 支出額

（株）三協 88

エヌ・ティ・ティ・ソフトウェア（株） 84

（財）大阪市都市工学センター 70

ソフトバンクモバイル（株） 68

（株）横須賀テレコムリサーチパーク 44

（株）相愛 36

（株）システムインナカゴミ 31



Ｅ．民間企業等 単位：百万円

支出先 支出額

（株）インフォシティ 180

（株）エヌ・ティ・ティ・データ 160

国際航業（株）東京支社 148

三井不動産（株） 146

日本空港ビルデング（株） 139

（株）横須賀テレコムリサーチパーク 129

（株）インデックス沖縄 124

ＮＰＯ法人　日本サスティナブル・コミュニティー・センター 118

（株）見果てぬ夢 100

ＮＰＯ法人　ＡＳＰ・ＳａａＳインダストリ・コンソーシアム（ＡＳＰIC) 98

Ｆ．民間企業等 単位：百万円

支出先 支出額

（株）ＡＴＲ－Ｔｒｅｋ 159

独立行政法人　情報通信研究機構 137

（株）駅探 127

北海道日本電気ソフトウェア（株） 121

熊本ソフトウェア（株） 106

日本電気（株） 94

（株）ＪＴＢグローバルマーケティング＆トラベル 67

（株）ＪＴＢ中部 42

（株）ドーコン 35

（株）ＪＴＢ九州熊本支店 8

※四捨五入のため、資金の流れと合計額が一致しない。



「ユビキタス特区」事業実施のスキーム 
 

  

評価委員 
国領二郎 慶應義塾大学総合政策学部教授 
関口和一 日本経済新聞社産業部編集委員兼論説委員 
土居範久 中央大学理工学部教授 
森俊介  東京理科大学理工学部経営工学科教授 
山田肇  東洋大学経済学部教授 

 



ユビキタス特区事業におけるプロジェクト実施状況 

 

（１）プロジェクト分野の推移 

①平成 20年度本予算 ■分野 

ＩＤ連携、物流、ナビゲーション２、観光、健康、環境２、放

送２、共同利用施設 

■地方公共団体、他府省が参加するプロジェクトの割合 

４５％（９％） 

②平成 20 年度二次補正

予算 

■分野 

金融２、防災、放送、観光、ナビゲーション、健康３、物流 

■地方公共団体、他府省が参加するプロジェクトの割合 

３０％（１０％） 

③平成 21年度本予算 ■分野 

港湾、広告、就労、金融、見守り、農業、防災 

■地方公共団体、他府省が参加するプロジェクトの割合 

５７％（２９％） 

④平成 21 年度一次補正

予算 

■分野 

健康５、交通２、農業、テレワーク、公共情報２、出版２、地

域情報、観光３、コンベンション、放送、空港、見守り２、教

育・図書館３、防災 

■地方公共団体、他府省が参加するプロジェクトの割合 

６５％（３１％） 

 

 

（２）プロジェクトの事業化時期 

平成 22 年度 ８ 

平成 23 年度 ４３ 

平成 24 年度 ２ 

平成 27 年度 １ 

 



類型 物流
実施地域

東京都江東区及び品川区、千葉県船橋市、

福岡県北九州市、大分県大分市

実施主体 株式会社ＭＴＩ

実施内容
日本～中国のコンテナ航路で、開閉記録機能付きの電子タグ（中国がISOに提案）およびアプリケーショ
ン、データベース等ソフトウェア（トラッキングシステム）の実用検証を行なう。また国際標準規格化に
際して、日本メーカー等日本ユーザーの意見を国際標準規格づくりに反映させていく。

利用周波数 ２．４５ＧＨｚ

実施状況

期待される効果

・海上コンテナ用電子タグの国際標準化による、製品の低廉化と性能向上
・コンテナ貨物のセキュリティ向上と通関手続きのスピードアップ、遅滞により発生する企業側の被る損失の防止
・貨物のステータスに関する問い合わせ減少、荷待ちトラックの減少

ＲＦＩＤ等を活用した日中間国際コンテナ輸送の貨物追跡機能の強化

船会社ターミナル
オペレーター

受荷主荷主（出荷倉庫） ターミナル
オペレーター

SIPG
データベース

※破線で示すコンテナステータス情報は、電
子タグ付きのコンテナが読取ゲートを通過す
る度に自動的に更新される

用船情報、出荷地、積揚港、
コンテナサイズ、危険品ク
ラス、荷重等を電子タグに
データ入力

ゲ
ー
ト
イ
ン

時
刻

船
積
時
刻

船
卸
時
刻

ゲ
ー
ト
ア
ウ
ト

時
刻

コ
ン
テ
ナ
積
載
時
刻

コ
ン
テ
ナ
積
卸
時
刻

荷主荷主

トラック
輸送業者

税 関税 関ターミナル
オペレーター

貨物は予定通
り運ばれてい

るかな？

受荷主受荷主

インターネット
中 国 日本

いつ頃引取り
に行けばよい

だろう？

コンテナは
開けられて
いないな

コンテナを開扉したと
いう情報をアップロー
ド

手入力でアップロード

電子タグ
（Ｅシール）

コンテナ

電子タグ
（Ｅシール）

読取ゲート 読取ゲート 読取ゲート 読取ゲート

手入力でアップロード

コンテナ コンテナ コンテナ コンテナ

貨物をコンテナ
に積載後、電子
タグでコンテナ
をシールする。



類型 ユビキタス物流
実施地域 神奈川県横浜市

実施主体 株式会社 三協

実施内容
港湾業務関連の情報収集・管理システムを統合・連携させ業務連携の高度化、効率化を推進するため、横浜港
湾域内に、IPカメラや携帯端末等による映像情報システムや気象センサーによる気象情報等を収集管理する無
線ネットワーク等の開発・実証を行う。

利用周波数 ①2.4GHz（Wi-Fi、Zigbee） ②4.9GHz帯及び5GHz帯 ③RFID（VHF及びUHF帯域）

実施状況

２１年度の成果

・横浜港湾域内に数台のIPカメラ、メッシュWi-Fiネットワーク、4.95GHｚ基地局を設置し、映像取得実証を実施。
・IPカメラで取得した情報をGPS・カメラ機能付き携帯端末へ映像配信する実証を実施。

・気象センサーが収集する気象情報を複数の港湾情報者に配信する実証を行うとともに、気象情報を収集、解析
するシステムを開発。

ユビキタス導入による先進的港湾業務連携（港湾ICT）の実証

1

情報センター
外部監視カメラ

情報

埠頭公社

横浜市港湾局

監督省庁

広域無線

広域無線 船会社
港運事業者
海上コンテナトラック事業者
トラック協会
横浜港運協会
その他港湾関連協会
港湾関連事業者

警備員

タ
ー
ミ
ナ
ル
管
理
棟

＜コンテナターミナル＞

海コントラック
ドライバー

荷主企業

船会社/本船

バース作業者

広域無線
4.9GHz

InternetInternet
無線通話

無線通話

検索ビューア ログビューア

業務アプリ
ＡＳＰ

広域無線

＜横浜港域内＞

監視カメラ

WiFi-メッシュ
気象センサー

大黒地区

大黒ジャンクション

本牧オペセン

山下埠頭入り口

南本牧橋

気象
センサー

Zigbee

港運事業者
警備会社

InternetInternet

警備員

クレーン運転士 陸側作業者船上ラッシング
作業者

係留・もやい
作業員

本船作業

警備員トランスファクレーン
運転士

構内作業

構内ドライバー メンテ等
入業者

ラッシング
フォアマン

船内荷役

クレーン運転士 陸側作業者船内荷役作業者

・フォアマン

MMへリポート

港
湾
業
務
連
携
強
化

横
浜
港
の
対
象
地
区



地質データを活用したリアルタイム地盤災害予測サービスの実証（代表提案者：（株） 相愛、実証場所：高知市）

事業概要 期待される効果

・ボーリング注状図(紙等)をデジタル化し、地質DBを構築する。

・地質DBを基にして高知市の三次元地質モデルを作成する。

・大規模盛土や土砂災害等の地質災害の発生リスクの高い箇所をDB化する。

・ユーザーからの求めに応じて、各種災害予測APPソフトを利用してリアル

タイムハザードマップを計算して、ユーザーに配信する。[ASP・SaaS]

・本ハザードマップシステムは、地質リスクや住宅被害リスクなど

を全てDB化し、災害シミュレーションをASP化することにより、

例えば、刻々変化する大量降雨時の状況に応じたハザードマップ

リアルタイムに算出できるため、住民への避難勧告などの発令に

際し、より正確な対応が可能となる。

情 報 提 供 者

・Web-GISサーバ

・データベースサーバ

・APシステム

アプリケーション(例)
・地震災害推定システム
・土砂災害評価システム
・(住宅の耐震診断) 等

一般市民等での活用

・リアルタイムハザードマップの閲覧

・避難勧告発生箇所の閲覧

・地質情報(注状図、モデル)を閲覧（公開は高知市）

・地質災害の高リスク箇所の情報を取得

（情報提供は高知市）

・地震による被害想定情報を閲覧

（被害想定の情報提供は高知市）

高知市役所(自治体)での活用

・リアルタイムハザードマップ

→ 災害発生箇所の予測と緊急対策

→ 避難勧告等の発令時に活用

・都市計画や公共事業計画に活用

・汎用ハザードマップの作成

インターネット

現高知市防災マップ
をリアルタイム化する

イメージ

Ａ

ASP・SaaS 地質情報の公開者との連携

Ｚ

① リアルタイムハザードマップとは、
刻々と変化する事象に即応して災
害発生の危険性等を計算し、ハ
ザードマップを更新するシステム
である。

② 三次元地質モデルを作成するた
めに、高知市内に現存する約2、
000本のボーリングデータを「IT関
連の失業者を臨時雇用」してデジ
タル化する。

③ 次年度以降は、周辺の自治体
にも参加を呼びかけ、地域で共通

する防災予測システムとしての活
用を目指す。

観測データ
(雨量、河川水位等)

避難勧告発令地域

データベース
・ボーリング柱状データ
・三次元地質モデル
・人工改変地盤データ
・地下水/空洞データ
・雨量データ等



農業用センサーネットワークを活用した生産性向上の実証（代表提案者：ソフトバンクモバイル（株）、実証場所：福島県伊達市）

3G
アドホック

網

センサー例

イオンセンサ

湿度センサ

温度センサ

振動センサ

赤外線センサ

その他option

3G網

system

サービス名称「e-案山子（いいかかし）」

 農業運営におけるあらゆる場面（場所・利用場面）において、農業従事者（利用者）に対し、「農業用センサー」＋「アドホックネットワーク」＋「携帯電
話通信網」を用いて（情報通信技術） 、農業（作物生育）において利用価値のあるデータ（温度、湿度、日照時間、土壌水分、pH値、窒素酸化物
濃度等）を、農地にて収集、一部加工し、伝送し、サーバー上で加工（情報蓄積、統計処理、グラフ化、表化などの見える化等）し、携帯端末や
パソコンを用いて提供し、自身の農地をマネジメントできるICTサービス（情報・機能）。

 利用者は当該ICTサービスを携帯端末やPCで、いつでも、どこでも閲覧・操作することができ、「データに基づく農業経営の実現」、「農作業の
工数削減」、「作物の品質向上および均一化」など、生産性を向上することができる。（利用者のメリット） また利用者が上記メリットを享受すること
により、日本農業全体の生産性が向上し、農業マーケットが拡大、それに伴う農業マーケットへの投資や新規参入が活性化されるなど、地域
再生や産業の創造にも寄与するものである。

 当該事業は日本も含めた多様な風土に対応可能である点、及びセンサーネットワーク技術及びアドホックネットワーク技術の適用事例としての
新規性がある点から、本事業により得られるノウハウ蓄積は諸外国に先駆けてのものであり、「ICT産業の国際競争力強化」の視点から見て
適当なものである。

インター
ネット

(クラウド）

サービス内容

提供するソリューション

農業の「見える化」

携帯電話で管理可能

農地の状態をセンサーで
収集したデータによって
「見える化」する

鳥獣対策セキュリティ

解決する課題

データに基づく農業経営

労働力不足の解決

作業やコストの無駄の削減

耕作可能面積の拡大

PDCA

Cost Cut

振動センサーや赤外線
センサーなどによる、鳥獣対策

「見える化」した情報は
携帯アプリ等によって管理可能。
メールによる異常通知など。

「勘」から「データ」に基づく
農業経営へ変革することができる

作業効率の向上により、
労働力不足を解決する

効率化で余った労働力により
耕作面積を拡大する

作業や、農薬・肥料の無駄、農作物
被害も削減する。



類型 金融
実施地域 岡山県倉敷市

実施主体 株式会社MTI 

実施内容
動産担保融資における実行上の課題として挙げられる担保物件の高度な管理（モニタリング）を実現する技術とし
て、ICT（433MHzアクティブ型ICタグと情報ネットワーク技術）およびコード（場所コード、企業コード、商品コード）な
どを動産担保融資のビジネスオペレーションに適用し、その有効性と課題について検証する。

利用周波数 433MHz

実施状況

期待される効果

１ 世界で初めて開発された表示機能付433MHzアクティブ型ICタグを動産担保融資に応用することで、世界に先駆けて日本発の
同タグが市場に実導入され我が国におけるICTの国際競争力強化につながることが期待できる。また、本サービスを活用すること
により、現状魅力的な商品や技術を保有していながら、事業展開に必要な資金需要が満たされない地域企業の資金調達状況を回
避することが可能と想定され、当該企業の事業展開活性に伴い地域活力向上、地域経済活性化につながることが期待できる。
２ 本サービスの活用が、動産担保融資において膨大な手間を要する担保物件のモニタリングに起因する、同融資に対する消極
性の解消に寄与し、今後の実施拡大に貢献できる可能性がある。

433MHz帯アクティブ型ICタグおよびコード（場所コード、企業コード、商品コード）の
動産担保融資サービスへの応用に関する実証実験

金融機関等（貸し手） 企業（借り手）仕組み

RFID
（表示機能、GPS付）

生産 保管 輸送

GPS衛星

SaaSなどのサービス提供

̶ 複数主体者から1融資に

対するアクセスを可能

（協調融資なども考慮）

̶ リアルタイム性を以て情

報を提供

動静管理の

DB

商品コード、企

業コード、場所

コードなどは常

に更新

所有権移転時、

担保権実行時

は表示を変更

商取引の

情報などを

適宜登録

営業など
GPSや端

末から場所
情報などを

更新

移動履歴

残高情報

アプリケーション群

極力自動化された

処理にて、継続的

かつ即時性を以て

情報を蓄積

複数の金融機関が、SaaS
などの仕組みを通じて、定常

的なモニタリングを可能とす

る。

保全などの

取引入力

など

借り手は、あまり大きな工数をかけずに金融

機関の融資条件に見合う、情報の提供などを

実現。

ICT技術を駆使し、金融機関、企

業のそれぞれに対して付加価値

を提供する。

高機能RFIDを企

業に提供



類型 出版
実施地域 東京都港区

実施主体 株式会社ネクストウェーブ

実施内容

新聞・雑誌のデジタル配信サービス概念の確立、サービスを実現するために必要な機能要件の洗い出し、コンテ
ンツ配信方針の検討、システムのプロトタイプ開発、実験を通じたプロトタイプモデルの実証を行い、結果から得ら
れた改善案の洗い出しを行う。商用化に向けてビジネスルールや制度面での課題について検討結果をまとめ、い
くつかのガイドラインを公表する。

利用周波数 605.142857MHz (35ch) ※申請中

実施状況

期待される効果

１ 本サービスの実現により、利用者にとっては利便性の高い新しいライフスタイルの享受、紙という
物理的なスタイルに制約を受けない新しい利用スタイルの確立、それにより活字離れ対策にも一役かうことが
可能と考えます。 サービスプロバイダから見れば、コスト構造の変革、露出の拡大による流通量そのものの
拡大やメディア価値の向上、もちろん環境問題への配慮にも大きく貢献できると 考えられます。

２ 新聞・雑誌市場の販売部数はここ数年減少傾向にある（新聞：56紙中37紙が販売部数減少
雑誌：販売金額前年比-4.2％/2008年上半期の調査データ）が、本サービスの実現により、新規ユーザーを
獲得し、市場を減少から拡大に転じることを目標とする。

放送による新聞・雑誌等のデジタル配信～Ａｌｌ Ｍｅｄｉａ Ｉｎ Ｏｎｅ(ＡＭＩＯ）プロジェクト～

■出版社、新聞社
コンテンツを登録

■放送
配信管理システム

コンテンツ提供者 サービス提供者
■送出設備

モジュール内蔵
受信機

ユーザ宅内

受信機から各デバイスへWiFi等で引渡し

WiFiWiFi
宅内や移動中に視聴

・定期刊行物が発売日のうちに手元に届く！

・持ち運びしやすいので、通勤など移動中に
サクっと新聞や雑誌を読める。

コスト構造の改善
返品や在庫リスク軽減
機材資源消費の抑制
低炭素社会への貢献

＜サービス概要図＞







 

予算執行監視チーム事務局作成 

 

行政事業レビュー 論点等 

 

予 算 事 業 名 ユビキタス特区事業の推進 

21 年度補正後予算額 ５，２４８百万円 

論  点  等 

 

○ 国が実施する必要性  

本プロジェクトは民間に裨益が発生することから、民間に任せるべきではないのか。 

 

 

○ 事業目的の適切性 

事業の目的は社会的ニーズと整合性がとれており、統合的なものとなっているのか。 

 

 

○ 事業内容の適切性 

「ユビキタス特区」とは、「世界最先端の ICTサービスを開発・実証できる環境を整備す

ることにより、日本のイニシアチブによる国際展開を図るもの」として創設された制度と

言うが、最近の事業内容は本来の目的から外れているのではないのか。 

 

 

○ 事業選定の適切性 

事業の選定にあたっての外部有識者による評価は適切に行われているのか。 

 

 

○ ２１年度までの成果の活用 

２１年度までの成果はどのようになっているのか。その成果は今後どのように活かして

いくのか。 
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